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連結経営指標等 

  

 
（注）1  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2  第61期第２四半期連結累計(会計)期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額 

   については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、又潜在株式が存在しないため記載していません。 

3  第62期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株 

   式が存在しないため記載していません。 

4  従業員数は、就業人員を表示しています。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期 

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結

累計期間

第61期
第２四半期連結

会計期間

第62期 
第２四半期連結 

会計期間
第61期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    ９月30日

自 平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ９月30日

自 平成21年
    ７月１日 
至  平成21年 
    ９月30日

自 平成22年 
    ７月１日 
至  平成22年 
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (千円) 3,409,136 3,656,727 1,816,907 1,878,471 6,916,303

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △187,316 164,862 △83,424 89,532 △95,779

四半期純利益又は四半
期（当期）純損失(△)

(千円) △213,137 100,091 △105,931 84,627 △226,381

純資産額 (千円) ― ― 7,482,778 7,507,398 7,567,468

総資産額 (千円) ― ― 9,994,733 10,080,841 10,074,532

１株当たり純資産額 (円) ― ― 290.28 291.28 293.59

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期（当期）純損失
金額（△）

(円) △8.26 3.88 △4.10 3.28 △8.78

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 74.8 74.4 75.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △191,041 225,947 ― ― △18,187

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △15,864 △30,850 ― ― △47,616

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 61,522 △39,003 ― ― △39,398

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 737,480 928,217 780,127

従業員数 (名) ― ― 490 484 485



  

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

  

    当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員です。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員です。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 484

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 426



当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １  金額は、販売価格によっております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
  

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

   
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

タンタルコンデンサ事業 1,492,793 ―

回路保護部品事業 345,985 ―

その他 116,459 ―

合計 1,955,238 ―

(2) 受注実績

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

タンタルコンデンサ事業 1,569,134 ― 567,615 ―

回路保護部品事業 275,739 ― 113,040 ―

その他 106,231 ― 43,743 ―

合計 1,951,105 ― 724,399 ―

(3) 販売実績

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

タンタルコンデンサ事業 1,481,721 ―

回路保護部品事業 286,343 ―

その他 110,406 ―

合計 1,878,471 ―

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

(株)デンソー 421,581 23.2 411,860 21.9

２ 【事業等のリスク】



  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。 

  

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。 

当第２四半期連結会計期間の当社グループの売上高については、第１四半期連結会計期間からの車載向け市場、

テレビなどのホームエレクトロニクス市場向けの需要の回復傾向が継続し、前年同四半期の売上高を上回りまし

た。その結果、総売上高は、前年同四半期比3.3％増加し18億７千８百万円となりました。 

収益面については、売上高に対応したコスト体系の維持及び収率改善等のコストダウンの推進を実行した結果、

営業利益１億１百万円、経常利益８千９百万円、四半期純利益は８千４百万円となりました。 
  

セグメント別の業績は次のとおりです。 
  

売上高は、車載向けの販売は堅調に推移しましたが、携帯電話向けの販売が減少し、14億８千１百万円とな

り、セグメント利益は、１億２千６百万円となりました。 

売上高は、携帯電話、デジタルビデオカメラなどの小型携帯電子機器向け及びテレビなどのホームエレクト

ロニクス市場向けの販売が増加し、２億８千６百万円となり、セグメント利益は、８千万円となりました。 

主として、フィルムコンデンサの売上高が車載向けに増加した結果、１億１千万円となり、セグメント利益

は、１千７百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ６百万円（0.0％）増加し、100億８千万円と

なりました。流動資産は、同３億５千９百万円（6.1％）増加し、61億９千３百万円となりました。これは主とし

て、製品が１億６百万円減少したものの、現金及び預金が２億５千５百万円増加したこと等によるものです。固定

資産は、同３億５千３百万円（△8.3％）減少し、38億８千７百万円となりました。これは主として、投資有価証券

の時価の下落等により、投資その他の資産が２億９千３百万円減少したこと等によるものです。 

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ６千６百万円（2.6％）増加し、25億７千３百万

円となりました。流動負債は、同５千２百万円（2.8％）増加し、19億１千５百万円となりました。これは主とし

て、支払手形及び買掛金が４千５百万円増加したこと等によるものです。固定負債は、同１千３百万円（2.1％）増

加し、６億５千７百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ６千万円（△0.7％）減少し、75億７百万円と

なりました。これは主として、利益剰余金が６千１百万円増加したものの、その他有価証券評価差額金が１億２千

１百万円減少したこと等によるものです。 

  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ６千８百万円増

加し９億２千８百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

たな卸資産が増加に転じ、仕入債務の増加額が減少しましたが、税金等調整前四半期純利益を計上したこと、

売上債権の増加額が大きく減少したこと等により前年同期比２億２千３百万円増加し、１億９百万円となりまし

た。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得が増加したこと等により前年同期比３千５百万円減少し、マイナス２千９百万円となりま

した。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

短期借入金の増加がなくなったこと等により前年同期比１億４千９百万円減少し、マイナス７百万円となりま

した。 
  

フリーキャッシュ・フローは、前年同四半期比１億８千７百万円増加し、８千万円となりました。 

  

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績の分析

・タンタルコンデンサ事業

・回路保護部品事業

・その他

(２) 財政状態の分析

(３) キャッシュ・フローの状況の分析



  

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

タンタルコンデンサ事業においては、汎用品質チップタンタルコンデンサラインアップの拡充及び下面電極構造

を採用した導電性高分子タンタルコンデンサのラインアップの拡充を行い、回路保護部品事業においては、薄膜タ

イプのヒューズの定格電流の拡張及び定格電圧の拡張の開発を行いました。当第２四半期連結会計期間の研究開発

費の総額は５千９百万円です。 

  

電子部品業界の今後の見通しにつきましては、景気及び為替の動向が不透明なこと、原材料価格の上昇が見込ま

れること等により、厳しい状況が続くものと予想されます。 

当社グループとしましては、引き続きカーエレクトロニクス・小型携帯電子機器・情報通信インフラの中核市場

向け及びホームエレクトロニクス・医療機器・ユニット機器の販売拡大市場向けの販売を強化するとともに、原材

料価格の上昇を補うための適正な販売価格の実現及び海外売上高の拡大を図ります。また、汎用品質製品及び下面

電極構造タイプの導電性高分子タンタルコンデンサの需要増加が予想され、その対応を推進します。 

費用面につきましては、引き続き売上高に対応したコスト体系を維持するとともに、顧客のニーズに対応するた

めに投資効率を十分勘案した設備投資を行います。 

以上の諸施策を推進することにより、持続可能な事業成長の実現のために利益体質の基盤を確立する所存です。 

  

当社グループ経営陣は、直面する厳しい事業環境を考慮して、平成20年４月を起点として立案した３カ年の中期

経営計画の見直しを行い、グループ一丸となって遂行中です。計画の達成に注力し、通期の営業損益の黒字化に努

める所存です。 

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(５) 研究開発活動

(６) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

(７) 経営者の問題認識と今後の方針について



当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

   

  

   

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

   

 
（注）1  上記のほか当社所有の自己株式446千株（1.70％）があります。 

2  松尾電機投資会は当社の取引先企業で構成されている持株会です。 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,383,013

計 78,383,013

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,220,000 26,220,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株です。

計 26,220,000 26,220,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年９月30日 ― 26,220,000 ― 2,219,588 ― 3,341,270

(6) 【大株主の状況】
平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 1,893 7.22

松尾電機投資会 大阪府豊中市千成町３丁目５番３号 1,495 5.70

松尾  浩和 神奈川県横浜市戸塚区 1,376 5.25

片山  千恵子 神奈川県横浜市保土ヶ谷区 1,305 4.97

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,160 4.42

松尾電機従業員持株会 大阪府豊中市千成町３丁目５番３号 879 3.35

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 706 2.69

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 400 1.52

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町１番１号 391 1.49

東京海上日動あんしん 
コンサルティング株式会社

東京都中央区築地５丁目６番10号 325 1.23

計 ― 9,932 37.88



  

 
(注)  1  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含ま 

  れています。 

2  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式831株が含まれています。 
  

 
  

  

 
(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  446,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

25,499,000
25,499 ―

単元未満株式 普通株式  275,000 ― ―

発行済株式総数 26,220,000 ― ―

総株主の議決権 ― 25,499 ―

② 【自己株式等】
平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
松尾電機株式会社

大阪府豊中市千成町
３丁目５番３号

446,000        ― 446,000 1.70

計 ― 446,000        ― 446,000 1.70

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年 

4月 5月
 

6月 7月 8月 9月

最高(円) 120 116 111 103 102 90

最低(円) 95 92 96 94 76 79

３ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平

成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期

間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月

30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計

期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法

人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,024,610 1,768,999

受取手形及び売掛金 2,490,804 2,423,643

有価証券 93,804 76,127

製品 667,990 774,433

仕掛品 503,701 452,499

原材料及び貯蔵品 384,379 318,190

その他 34,462 26,479

貸倒引当金 △6,479 △6,414

流動資産合計 6,193,273 5,833,959

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具 15,465,148 15,430,878

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,099,496 △14,026,109

機械装置及び運搬具（純額） 1,365,651 1,404,768

その他 6,689,023 6,695,475

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,184,744 △5,171,366

その他（純額） 1,504,279 1,524,109

有形固定資産合計 2,869,930 2,928,878

無形固定資産 30,204 30,323

投資その他の資産   

投資有価証券 967,542 1,160,948

その他 19,890 120,424

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 987,432 1,281,371

固定資産合計 3,887,567 4,240,573

資産合計 10,080,841 10,074,532



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 934,859 889,111

短期借入金 600,000 600,000

未払法人税等 12,792 18,004

設備関係支払手形 23,052 14,031

その他 344,848 342,026

流動負債合計 1,915,553 1,863,173

固定負債   

繰延税金負債 132,779 132,779

退職給付引当金 470,576 457,038

資産除去債務 6,635 －

その他 47,898 54,072

固定負債合計 657,889 643,890

負債合計 2,573,442 2,507,064

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,219,588 2,219,588

資本剰余金 3,341,270 3,341,270

利益剰余金 2,166,588 2,105,179

自己株式 △80,049 △79,897

株主資本合計 7,647,397 7,586,140

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △139,823 △18,464

繰延ヘッジ損益 △176 △208

評価・換算差額等合計 △139,999 △18,672

純資産合計 7,507,398 7,567,468

負債純資産合計 10,080,841 10,074,532



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日) 

売上高 3,409,136 3,656,727

売上原価 ※１  2,869,202 ※１  2,796,531

売上総利益 539,933 860,196

販売費及び一般管理費   

給料及び賞与 329,417 271,125

退職給付費用 29,940 22,203

貸倒引当金繰入額 234 64

その他 350,569 406,911

販売費及び一般管理費合計 710,161 700,305

営業利益又は営業損失（△） △170,227 159,890

営業外収益   

受取利息 2,620 948

受取配当金 11,245 11,672

株式割当益 － 12,740

その他 4,793 2,504

営業外収益合計 18,659 27,865

営業外費用   

支払利息 3,893 4,399

たな卸資産廃棄損 13,960 5,152

為替差損 16,463 11,135

その他 1,430 2,206

営業外費用合計 35,748 22,894

経常利益又は経常損失（△） △187,316 164,862

特別利益   

投資有価証券売却益 2,827 1,724

特別利益合計 2,827 1,724

特別損失   

固定資産除却損 3,304 2,248

投資有価証券評価損 19,136 54,403

関係会社整理損失引当金繰入額 434 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,350

特別損失合計 22,875 61,001

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△207,365 105,584

法人税、住民税及び事業税 5,772 5,492

法人税等調整額 － －

法人税等合計 5,772 5,492

少数株主損益調整前四半期純利益 － 100,091

四半期純利益又は四半期純損失（△） △213,137 100,091



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,816,907 1,878,471

売上原価 ※１  1,523,506 ※１  1,424,060

売上総利益 293,401 454,411

販売費及び一般管理費   

給料及び賞与 164,536 137,328

退職給付費用 14,952 11,054

貸倒引当金繰入額 138 20

その他 171,314 204,738

販売費及び一般管理費合計 350,941 353,141

営業利益又は営業損失（△） △57,540 101,269

営業外収益   

受取利息 1,309 449

受取配当金 91 92

法人税等還付加算金 719 －

その他 720 1,260

営業外収益合計 2,841 1,801

営業外費用   

支払利息 2,047 2,205

たな卸資産廃棄損 13,960 5,152

為替差損 12,255 5,380

その他 461 800

営業外費用合計 28,725 13,539

経常利益又は経常損失（△） △83,424 89,532

特別利益   

投資有価証券売却益 2,827 －

特別利益合計 2,827 －

特別損失   

固定資産除却損 － 635

投資有価証券評価損 19,136 1,940

関係会社整理損失引当金繰入額 3,660 －

特別損失合計 22,797 2,576

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△103,394 86,955

法人税、住民税及び事業税 2,536 2,328

法人税等調整額 － －

法人税等合計 2,536 2,328

少数株主損益調整前四半期純利益 － 84,627

四半期純利益又は四半期純損失（△） △105,931 84,627



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△207,365 105,584

減価償却費 136,753 114,793

有形固定資産除却損 3,215 2,248

長期前払費用除却損 89 －

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △15,018 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,350

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,386 13,537

未払賞与の増減額（△は減少） △57 2,758

貸倒引当金の増減額（△は減少） 652 64

受取利息及び受取配当金 △13,866 △12,620

株式割当益 － △12,740

支払利息 3,893 4,399

為替差損益（△は益） 2,830 474

投資有価証券売却損益（△は益） △2,827 △1,724

投資有価証券評価損益（△は益） 19,136 54,403

売上債権の増減額（△は増加） △629,020 △67,160

たな卸資産の増減額（△は増加） 279,164 △10,948

仕入債務の増減額（△は減少） 195,844 45,748

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,634 △19,984

長期未払金の増減額（△は減少） － △8,476

その他 △10,709 12,755

小計 △196,264 227,464

利息及び配当金の受取額 13,505 12,774

利息の支払額 △4,002 △4,390

法人税等の支払額 △9,299 △9,900

法人税等の還付額 5,019 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △191,041 225,947

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △500,000

定期預金の払戻による収入 － 400,000

有形固定資産の取得による支出 △28,468 △45,556

長期預金の払戻による収入 － 100,000

投資有価証券の取得による支出 △84 △85

投資有価証券の売却による収入 11,130 14,464

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 600 370

その他 958 △42

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,864 △30,850

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 －

リース債務の返済による支出 － △267

自己株式の取得による支出 △379 △196

自己株式の処分による収入 － 23

配当金の支払額 △38,098 △38,562

財務活動によるキャッシュ・フロー 61,522 △39,003



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,550 △8,003

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △152,934 148,090

現金及び現金同等物の期首残高 890,414 780,127

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  737,480 ※  928,217



当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３

月31日)を適用しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累

計期間の営業利益、経常利益は272千円減少し、税金等調整前四半期

純利益は、4,622千円減少しています。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

当社は、退職年金制度については、すべて適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成22年４月１日より

確定給付企業年金制度80％と退職一時金20％から構成される制度に移行しています。これによる損益への影響は

軽微です。



  

  

   

  

   

  

   

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

 至  平成22年９月30日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

   
２  自己株式の種類及び株式数 

   
３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

※１  売上原価には、たな卸資産の収益性の低下による 

   簿価切り下げ額の戻入益12,891千円が含まれていま 

   す。

※１  売上原価には、たな卸資産の収益性の低下による 

   簿価切り下げ額2,327千円が含まれています。

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

※１  売上原価には、たな卸資産の収益性の低下による 

   簿価切り下げ額の戻入益5,807千円が含まれていま 

   す。

※１  売上原価には、たな卸資産の収益性の低下による 

   簿価切り下げ額6,132千円が含まれています。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金 1,528,668千円

有価証券 88,815千円

計 1,617,483千円

預入期間が３か月超の定期預金 △865,000千円

社債 △15,003千円

現金及び現金同等物 737,480千円

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金 2,024,610千円

有価証券 93,804千円

計 2,118,414千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,165,000千円

社債 △25,197千円

現金及び現金同等物 928,217千円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 26,220,000

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 446,831

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 38,662 1.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金



  前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日） 

  当社及び連結子会社は、電子部品の製造ならびに販売を主たる事業として行っており、当事業の全セグメントの

売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合が100％であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ています。 

  

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 
  

 
(注)  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 
  

 
(注)  国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 
  

 
(注)  1  国又は地域の区分は、物理的近接度によっています。 

2  各区分に属する主な国又は地域 

  （1）北米・・・・米国 

  （2）アジア・・・韓国、香港、台湾 

  （3）欧州・・・・スペイン、スウェーデン 

  

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

日本 
(千円)

米国
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結 
(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高

1,816,907 ― 1,816,907 ― 1,816,907

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,816,907 ― 1,816,907 ― 1,816,907

営業利益又は営業損失(△) △57,184 △647 △57,832 292 △57,540

日本 
(千円)

米国
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結 
(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高

3,371,034 38,101 3,409,136 ― 3,409,136

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

22,068 930 22,999 (22,999) ―

計 3,393,103 39,031 3,432,135 (22,999) 3,409,136

営業利益又は営業損失(△) △164,650 △5,942 △170,593 365 △170,227

【海外売上高】

北米 アジア 欧州 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 26,738 514,841 28,298 569,877

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 1,816,907

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

1.4 28.3 1.5 31.3



  
前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
(注)  1  国又は地域の区分は、物理的近接度によっています。 

2  各区分に属する主な国又は地域 

  （1）北米・・・・米国 

  （2）アジア・・・韓国、香港、中国 

  （3）欧州・・・・スペイン、ドイツ 

  

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

当社グループでは、製品種類別に取締役会が経営資源の配分の決定及び評価を行っているため、各製品種類を１つ

のセグメントとしたうえで、量的基準に照らし合わせ報告セグメントを決定しています。 

したがって、当社は、製品別に、「タンタルコンデンサ事業」、「回路保護部品事業」の２つを報告セグメントと

しています。 

従来、当社は、事業の種類別セグメント情報については、電子部品の製造販売事業の単一セグメントとし開示を行

っていませんでしたが、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計

基準の適用指針」が第１四半期連結会計期間より適用となるため、「マネジメント・アプローチ」のセグメント開示

に変更しています。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フィルムコンデンサ事業及びアル

ミコンデンサ事業等を含んでいます。 

２  セグメント利益の調整額△250,372千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理、管理部門等の一般管理部門に係る費用です。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 
  

北米 アジア 欧州 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 60,940 1,009,470 60,660 1,131,071

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 3,409,136

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

1.7 29.6 1.7 33.1

【セグメント情報】

（追加情報）

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３

タンタル 
コンデンサ事業

回路保護部品
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 2,889,570 569,875 3,459,445 197,281 3,656,727 ― 3,656,727

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 2,889,570 569,875 3,459,445 197,281 3,656,727 ― 3,656,727

セグメント利益 237,970 152,296 390,267 19,996 410,263 △250,372 159,890



  
当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フィルムコンデンサ事業及びアル

ミコンデンサ事業等を含んでいます。 

２  セグメント利益の調整額△124,077千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理、管理部門等の一般管理部門に係る費用です。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 
  

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 
  

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 
  

該当事項はありません。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は開示対象から除いています。
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

１  １株当たり純資産額 
  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３

タンタル 
コンデンサ事業

回路保護部品
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 1,481,721 286,343 1,768,064 110,406 1,878,471 ― 1,878,471

  セグメント間の内部 
  売上又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,481,721 286,343 1,768,064 110,406 1,878,471 ― 1,878,471

セグメント利益 126,756 80,713 207,470 17,876 225,346 △124,077 101,269

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 
291.28円 293.59円

項目
当第２四半期
連結会計期間末 

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 7,507,398 7,567,468

普通株式に係る純資産額(千円) 7,507,398 7,567,468

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 25,773,169 25,774,849



  
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 

第２四半期連結累計期間 
  

 
(注)  1   前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期 

    純損失であり、又潜在株式が存在しないため記載していません。 

2   当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し 

    ないため記載していません。 

3   １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

   
第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)  1   前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期 

    純損失であり、又潜在株式が存在しないため記載していません。 

2   当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し 

    ないため記載していません。 

3   １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 8.26円 １株当たり四半期純利益金額 3.88円

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

△213,137 100,091

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失金
額(△)(千円)

△213,137 100,091

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 25,778,951 25,773,625

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 4.10円 １株当たり四半期純利益金額 3.28円

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失金額（△）(千円)

△105,931 84,627

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△105,931 84,627

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 25,777,639 25,773,169

(重要な後発事象)

２ 【その他】

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成21年11月11日

松尾電機株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松

尾電機株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松尾電機株式会社及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    柳       承  煥   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    柏  木       忠   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成22年11月10日

松尾電機株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松

尾電機株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松尾電機株式会社及び連結子会社の平成22

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    柳       承  煥   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    柏  木       忠   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




